
東京地方事務所の課題
はじめに

日本司法支援センター問題については，日弁連では

2004年初めから対策本部が立ち上げられ，頻繁な会議，

理事会における全体会でも討議がなされてきた。法律

扶助協会でも，この1年間，本部，支部，地区協議会

における会議で精力的な議論がなされてきた。

東京の三弁護士会では，この議論に立ち遅れていた

感があるが，2004年10月に，「東京三弁護士会日本司

法支援センターに関する協議会」が設置され，月2回

のペースで議論が進められている。

支援センターの支部の設置

総合法律支援法は主たる事務所を東京に置くことを

決めているが，その他は，地域の実情，業務の効率性，

その他の事情を勘案して必要な地に置くことができる

旨の規定があるだけである。

これまでも，法律扶助協会支部は50存在し，地域の

需要，地域の特性を生かして，独自の活動をしていた。

支援センターにおいても，従来のように，地域ごとに

支部の設置をするべきとの弁護士会側の主張をとりい

れ，現状と同じに地裁本庁所在地に50支部の設立が決

まっている。東京においても，東京支部が設置される

が，名称は東京地方事務所と予測されている。

地方事務所の場所

現在，弁護士会館14階に法律扶助協会本部，3階に

東京都支部が設置されている。

日本司法支援センター（本部）は，弁護士会館外に

独立すると予測されている。

養成事務所の現状と今後

現在，養成事務所として日弁連に登録された事務所

は40余り，うち東京三会所属の事務所は15余りとなっ

ている（東弁は9事務所）。これに対し，本年10月に登

録予定の58期司法修習生の養成事務所就職内定者は

10名程度にとどまっており（最後1年の実務経験で，

支援センターに採用されることになる），確保が必要な

最低数の50名にもまだまだ及ばない。

司法試験合格者が大幅増員となったこともあってか，

修習生は様々な進路の選択を考えるようになっている。

日弁連はこれまで公設事務所の展開を目指し，修習生

の理解を得られるよう毎年シンポジウムを開催する等

情報提供に努めてきたが，一定期間地方での活動を志

す修習生は年々増えつつある。昨年11月には59期合格

者向けに支援センターのガイダンスを行なったが，そ

こでも多数の参加者があった。こうした修習生の多く

は，登録当初，大都市部での実務経験を望む傾向にあ

り，東弁を含む大都市部弁護士会が大幅に養成事務所

数を増やさなければ，せっかくの志望者をみすみす逃

してしまう結果となる。

東弁では，一昨年から「供給型A協力事務所に関す

る協議会」を設け，東京，北千住の各パブリック事務

所以外の協力事務所確保策を検討してきたが，スタッ

フ弁護士確保策の検討と養成事務所の募集が昨年から

協議会の業務に加わった。過疎地公設事務所であれ支

援センター・スタッフ弁護士であれ，弁護士が必要と

される地域は数多くある。自ら地方で活躍することに

興味がある会員は是非ともスタッフ弁護士として応募

していただきたいし，自らの育てた弁護士が各地で活

躍することを有意義と感じられる会員には是非とも養

成事務所として名乗りを上げていただきたいと思う。

（日弁連日本司法支援センター推進本部委員　太田治夫）
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日本司法支援センター
―準備はどこまで進んだか―

特
集

支部の事務管理部門も本部と共に外に出ることも可

能だが，未定である。

問題なのは，3階の援助センターである。現在は，1

階に弁護士会と受付共同，ワンストップで，3階の扶助

無料相談と弁護士会有料相談に案内するようになって

いるので，市民にとっては利便性があり，サービス提

供者の弁護士側からも便利という利点がある。

今後とも援助センターと相談センターが，ワンスト

ップで同一の場所が期待されているところである。し

かし，現状のままでは扶助協会スペースは狭くなって

きており，外に出ることも検討されている。とはいえ，

弁護士会の相談センターと一緒に外に設置することは，

弁護士会の予算の関係で容易ではない。ワンストップ

を維持するならば，支援センターは現在の3階を相談

施設と位置づけ，14階部分に審査，刑事関係等を移行

することも考えられる。ただし，三会協議会では，援

助センターが外に出ることも可能として，外部設置の

場合の制度設計と予算ぐみを検討している。

現在，他で独立している7つの援助センター（新宿，

上野等）はそのまま支援センターの相談施設に移行す

るとの前提で考えている。

多摩支部に3つの支所を

弁護士会多摩支部は，八王子市，立川市，町田市の

3か所に支所を提案している。現在，立川及び八王子

に援助センターを設置しているが，相談数，事件数及

び刑事案件も増大しており，大規模地裁本庁に匹敵す

るものであり，その意味では支部的な地域である。

さらに裁判所の移転問題もからみ，より複雑になっ

ている。多摩支部は，立川も需要が増加することを予

測しており，また八王子にも司法機能を残すことを求

めており，その趣旨からも支所を求めるのは当然とも

いえる。町田市は，人口40万人，援助センターも相談

センターもなく取り残された地域で，今後，隣接地を

含めて相当の需要増が見込まれるということである。

ただ，支所は事務管理，統括部門も含めた支部と全く

同じ組織のため，その必要性の問題もあり，援助セン

ター（相談施設）という形で検討することも可能では

ないかと考えている。

全国的にも，各地で支所を要求しており，そのバラ

ンスと予算の関係もあり，3つの支所設置は微妙な問題

ではある。

多摩支部の刑事事件

多摩支部の人口は400万人，支部会員は739名，内

在勤会員は233名，当番弁護士登録は260名である。

多摩支部における当番弁護士案件，国選事件は増加傾

向にあり，現在でも，その対応には苦労している。こ

れに2006年から被疑者国選制度が加わり，2009年に

は，ほとんどの事件が国選化されることからも，現状

の人員では対応できないとされている。試算では20人

程度のスタッフ弁護士が必要と推定されているが，全

国的にみると，弁護士過疎地に多数のスタッフ弁護士

が要求されており，応募予定数をはるかに超えてい

る。

東京の多摩支部に20人規模のスタッフ弁護士を配置

するのは困難な実情にある。そのためには，多摩支部

国選の地域割りの組み替えや，都市型公設事務所を構

築することも検討されており，東京の弁護士の協力が

求められている。

会員のご協力を

東京という大規模な地域に，1万人を超える弁護士

が，しかも3つの弁護士会に所属していることが，新し

い司法支援センターを弁護士に認識してもらうことを

難しくしている。

見えない部分もあり，不安がないとはいえない制度

であるからこそ，司法支援センターを弁護士会，弁護

士が中心になって担っていくこと，そして市民の司法

へのアクセスを拡充する制度として育てていかなければ

ならない。会員のご協力をお願いしたい。

（東京三弁護士会日本司法支援センターに関する協議会

委員長　亀井時子）
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